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一《論文要旨》
　ドイツ帝国成立後のドイツ国内の政治・経済情勢の変化に，1870年に制定され
たドイッの国籍法は合わなくなってくる。とくに1890年代以降，高揚するドイッ・
ナショナリズム運動の中で帝国意識及び帝国国民意識が高まりを見せるとともに，
海外植民地における在外ドイッ人の「ドイッ人」意識と彼らのドイッへの帰属問題
が「世界政策」による軍事力の強化と結びついていく。なかでも在外ドイッ人の兵
役義務の履行がドイッ国籍の喪失問題と密接に関連してくる一方，ドイッはこの時
期移民流出国から移民流入国へと変わり，大量の国内在住外国人を抱えることにな
り，彼らのドイッへの帰化もまた大きな問題となる。こうして帝国国籍法の改正が
急務の課題として浮上してくる。この法改正は1890年代中葉から帝国議会で取り
上げられ始めるが，帝国政府の法案作成は進まず，議会に上程されたのは1912年
になってからである。本稿では，この帝国国籍法の改正問題を，法改正の要求が出
てくる背景とともに政府法案作成の過程と法案の内容及び帝国議会における審議の
過程を通じて検討し，合わせてこの法案のもっ意味を考えてみる。とりわけ，その
後のドイッの国籍法の根幹をなす「血統主義原理」が法案審議の中でどのように扱
われたかにっいても考察している。
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はじめに
　国民をもたない国家はありえないし，国籍をもたない国民も制度上存在し
えない。これが近代国家の原則である。それ故に，近代国家は「国家の国民
（Staatsvolk）」を形成することになる。この意味で国籍は「近代国家の一っ
の制度」である（1）。そして，この制度はネイション及びナショナリティーの
概念と結びっき，そのもとで国民意識やナショナリズムが発展していくので
ある。
　1871年に成立したドイッ帝国は君侯連合という「不完全な国民国家」で
あり（2），そのもとでのドイツ帝国国籍法は，帝国樹立直前の1870年6月に
成立した北ドイッ連邦国籍法が帝国法として施行されたものである（3）。北ド
イツ連邦国籍法の制定審議においては国家統一ほどドイツ国民やドイツ民族
は重視されておらず，またそれほど激しい議論もなく国籍法は制定された④。
当時ドイッは「大量の出国移民の真っ只中」にあって，ドイッ内の外国人の
数はドイッ全人口約4，000万中約20万で，将来的にも大規模な移民の流入
は想定外のことであったのである。しかし，1890年から1910年の間にドイ
ッ内の居住外国人の数は43万から126万へと急増している（5）。また，ドイ
ッ国民の帝国意識及び帝国国民意識もまた1890年代に入って高まり，在外
ドイッ人をドイッ帝国民としていかに維持するかという問題と同時に，国内
在住外国人の帰化の受け入れが差し迫った問題として顕在化してきたのであ
る。こうしたドイッ国内事情の変化は必然的に国籍法の改正を迫るものとなっ
た。本稿では，こうした時代背景のもとでドイツ帝国国籍法の改正がいかに
して実現したかを，帝国政府による改正法案作成に至る過程と帝国議会審議
を通じて考察してみたい（6）。
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1．法改正発議と政府案の作成
1．法改正発議と保護領の国籍問題
　1870年の北ドイッ連邦国籍法（後のドイッ帝国国籍法）の改正要求は，
ドイッ帝国成立直後からあった。ドイッ統一戦争の結果プロイセンに割譲さ
れたシュレースヴィッヒでは，兵役義務の問題からデンマーク国籍を選んだ
北シュレースヴィッヒ生まれのドイッ人男性の妻子はデンマーク国籍となっ
ていた。この不合理な状態を改めるためにプロイセン内相と陸相は，「イン
グランドの地で生まれた者は誰でもイングランド臣民となる」という旧イン
グランドの法諺を踏まえて，ドイッの地で生まれた者ないしドイッに長期間
居住している者はドイッ国民となる，と主張した。しかし，現行法では出生
地主義の考えは排除されており，デンマーク国籍の旧ドイッ人のドイッへの
「国民的・文化的統合」は大きな問題とはならなかった。ところが，それか
ら約10年後の1884年ドイッ帝国直轄地エルザス・ロートリンゲン総督F．v。
ホーエンローエは，当地における「完全なるフランス人居留民」の存在と徴
兵年齢に達した若者の兵役義務逃れの増加に頭を痛め，警告を発していた。
そして，その8年後の1892年7月半ば彼は国籍法の改正を帝国宰相Lv．カ
プリーヴィに訴えたのである。ホーエンローエによれば，近年の交通輸送手
段の進歩により海外に向かうドイッ人やドイッに流入してくる外国人が急増
している。そして，今や事情によってはドイッ在住外国人の中には無国籍と
なる者もおり，また海外在住のドイッ人の中にもドイッ国民としての義務を
果たすこともなく国外で一生を終えていく人々もいる。それ故，少なくとも
ドイッ国内で生まれた外国人の子供にはドイッ国籍を一定の条件の下で認め
ることを，彼は求めたのである（7）。とりわけホーエンローエが重視したのは，
エルザス・ロートリンゲンでは兵役年齢に達した若者たちが兵役を免れるた
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めにドイッ領を去り，兵役期間が終わると帰郷するという事例が著しい数に
上っていたことである（8）。
　ホーエンローエがこうした法改正の要求をした背景には，1889年にフラ
ンスで国籍法の改正が行われたこともあった。出生地主義を大幅に拡大した
改正法により，フランスでの帰化人口は急増することになった。とくにエル
ザス・ロートリンゲンではドイッ人のフランスへの帰化が著しかった。この
ようなフランスの事情を考慮してホーエンローエは，対フランスの対抗措置
として国籍法の改正を提唱したのである。これは国家行政当局の側から出さ
れた当時「唯一の」法改正の要求であったのである（9）。
　こうした事情を踏まえて，プロイセン内務省は1893年プロイセン諸州に
ホーエンローエの提案に対する意見を求めた。その結果，プロイセンの西部
諸州と東部諸州では見解が分かれていた。西部諸州の長官たちは，国籍法へ
の出生地主義の導入によって住民の「国防思想」の強化が図られることを重
視していた。一方，東部4州の長官たちは，東方からの移民の国家への融和
統合によって生じる経済的・国家的な不利益を懸念していた。ドイッへの同
化のむずかしい「ユダヤ・ポーランド・ロシア」系の「よそ者」に対する排
他的な態度を，シュレージェン州長官はあからさまに示している。また，東
プロイセン州長官は，エルザス・ロートリンゲンのようにドイッ人でない人々
がドイッ国民になることを避けようとするのとは異なり，当州に移住してく
る人々は皆プロイセン邦国籍をえようと考えていると強調している。貧しい
東方移民に対するこうした「敵対的イメージ」から，国籍への出生地主義の
導入には否定的意見が強く，プロイセン内務省は帝国政府への報告書（1894
年3月）で「国内によそ者」を容認するような出生地主義をドイッ国籍に採
用すべきではないと，法改正に強く反対したのである（1°）。またプロイセン内
相B．v．オイレンブルクも，宰相カプリーヴィに対してホーエンロー工提案
によって利益を得るのは，越境してドイツに押し寄せる「ポーランド・ロシ
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ア人やガリティア人，とくにユダヤ人プロレタリアート」であることを強調
して法改正には反対している（11）。
　1888年と1900年の帝国保護領法は外国人だけでなく，保護領の「原住民」
もまたドイッ帝国国民として受け入れることを想定していた（’2）。それ故，現
行国籍法を保護領に適用することによって国籍資格についての「人種」問題
が生じることになったのである。現行法にしたがえば，有色人種や非キリス
ト教徒でもドイッ人となる。このことに対して，「ドイッ民族とドイッ文明
の純粋性」が損われるだけでなく，ドイッ人男性の立場も危険にさらされる
ことを憂慮した保護領（南西アフリカ，東アフリカ，サモア）の総督たちは，
1905年以降異人種間の結婚を禁止するか，その許可を保留することを決定
した㈲。そして，とくに南西アフリカではこの禁止以前の異人種間の結婚す
べてが無効とされ，さらに原住民女性と結婚しているかあるいは内縁関係に
ある全てのドイッ人男性は，保護領での参事会選挙への参加も認あられなかっ
た。またサモアでは，結婚禁止後に生まれた混血児は法的には原住民と同等
に扱われることになっていた。ドイッの保護領行政当局もドイッ人男性との
結婚による原住民女性及びその子供のドイッ国籍取得は阻止されるべきであ
るという立場をとっていた（14）。こうした措置に対して当事者たちからは不満
の声が高まり，南西アフリカで現地人女性と結婚したドイッ人男性は，ドイ
ツ帝国保護領の「獲得とその安寧のために尽力した老兵」に対する極めて恩
知らずの対応であると抗議している（’5）。
　ドイツの植民地獲得運動の中心となっていた「ドイッ植民協会」の幹部会
は，1908年12月に帝国議会と帝国政府に対して決議文を送付した。そこで
は，植民地の原住民には帝国民資格は認められないこととともに，ドイッ民
族の存在を脅かすような「混血人種」の出現はあらゆる手段を尽くして阻止
されねばならない，と主張されていた。そして，ドイッの民族性とその「純
粋性」を危うくし，白色人種の威信を揺るがすような事柄は全て阻止すべき
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であると訴えている⑯。また，ドイッの植民地拡大と帝国主義的発展を求め
る「全ドイツ連盟」（1894年創設）は，1912年10月帝国議会に人種生物学
的な要素を重要視する陳情書を提出した。その中で全ドイッ連盟は，植民地
での異人種間の結婚の禁止と，有色人種と結婚生活を営む白色人種の社会的
な排斥を求めるとともに，将来の新たな国籍法においては混血児及びその子
孫による帝国籍取得の禁止を訴えている（17）。
2．帝国議会における発議と政府案の作成
　1894年12月5日国民自由党のE．ハセと保守党のG．v。アルニムを代表と
する帝国議会議員33人によって，1870年の国籍法の改正が提案された。そ
の中には次の二っの要求，1）法改正案をできるだけ早く帝国議会に提出す
ること，2）海外在住による帝国籍並びに邦国籍の喪失防止及び帝国におけ
る外国人帰化の阻止の原則厳守，が盛り込まれていた（’8）。これは，同年9月
の「全ドイッ連盟」（議長はハセ）の第一回大会での決議に基づくものであっ
た（’9）。1895年3月6日帝国議会で上記の法改正提案が取り上げられた。主
旨説明に立ったハセは，ドイツは今や移民流出国から移民受け入れ国へと変
わっており，このドイッへの移民はドイッにとって「不必要」のみならず
「有害」ですらあると主張する。外国人の数は全人口の約9パーセントとな
り，その大半は「スラブ系あるいはセム系の血統」をひく東方移民である。
このことはフランスやイタリア，イギリスの「文化的民族」とは対照的で，
ドイッは民族的「同質性」を非常に欠いた国になってしまっていると訴えて
いる。そして，ハセは現行法には第8条，第21条そして第14条と関連して
第6条の三っに不備がみられると主張する。彼によれば，第8条は外国人の
帰化にわずかな条件しか付けておらず，第21条は帝国籍の喪失を簡単に海
外在住期間10年と決めっけてしまっている。そしてさらに，外国人の帰化
については「できる限り帰化が不可能」な条件を設けるべきであると述べる
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とともに，今現在海外在住の「我がドイッ国民同胞のみが帰化請求権を持っ
ている」ことを強調する。第21条に関してはさらに，在外ドイッ人は在住
国の国籍を取得しても自動的にドイッ帝国籍を失うことのないようにすべき
であると主張する。また，第6条については，帝国籍喪失の決定は，各邦国
ではなく帝国の中央機関の下で行われるべきであると，国籍に関する権限の
「中央集権化」の必要性を訴えている（2°）。
　ハセの提案理由を聞いた自由思想家連合のH．リッカートは，提案者の説
明からは「現行法改正の必要性」が感じられないと反対を表明している（21）。
この日は，ドイッ帝国民でない「イスラエル人」の帝国への移住禁止に関す
る法案と，ドイツへの「外国人ユダヤ人の移住」に関する法案が並行して審
議されていたこともあり，大量のユダヤ人受け入れに反対する「人種的反ユ
ダヤ主義」発言も目立った。これに対して，進歩人民党のO．ヘルメスは
「ドイッ人とは誰か？ドイッで生まれた者あるいはここで帰化した者は誰で
もドイッ人である」，また「非ドイッ人あるいはよそ者としてのドイッ・ユ
ダヤ人について語る」こと自体が「バカげた」ことであると訴えている。そ
して「反ユダヤ主義者たちは何を望んでいるのか」と問い，反ユダヤ主義運
動は社会主義者たちよりも「ずっと危険」であると強調してこの提案に反対
している（22）。
　一方，提案者のもう一人アルニムは，この提案こそが「ドイッ東部を外国
人移民から防衛する」のに「より効果的で適切な方法」であると主張してい
る（23）。ところがこの提案は，結局帝国議会では支持が得られなかったのであ
る。しかし，翌1896年12月5日には全ドイッ連盟の陳情書の形で，ハセら
の提案内容は法改正の資料として政府に送付されることが帝国議会で決議さ
れている（24）。このハセらの主張は帝国議会で支持は得られなかったが，その
後約20年間にわたってこの問題の方向性を規定していたといっても過言で
はないのである。
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　こうしたハセらの主張は院外団体によっても支持され，それらは海外在住
ドイツ人たちの署名も得た請願書や陳情書を政府に送っている。多くのこう
した民間諸団体の要望に基づき皇帝ヴィルヘルムll世は，1898年8月新た
な法案作成を命じ，これを受けて翌1899年帝国政府は国籍法改正草案の作
成に着手することになった。しかし，その後10年以上にわたってっつく対
立が早々に表面化したのである。「10年間期限」規定の廃止にっいては当初
政府内で一致が見られていたが，その後何人かの閣僚によって，在外ドイツ
人の子供たちへの国籍の継承に対する制限が主張された。また，在外ドイッ
人の兵役問題に対する十分な配慮が法改正の条件とされたのである（25）。
　改正草案をめぐる各省間の話し合いは兵役義務問題で暗礁に乗り上げてし
まった。兵役義務違反の際，国籍剥奪保留の下で在外ドイッ人には兵役義務
の軽減がなされるべきか否かで議論は紛糾した。プロイセン陸軍省と外務省
は原則的にはこの軽減に賛成であった。陸軍省にとっては，兵役規律維持の
観点から「国籍剥奪の可能性」を残しておくことは必要であった。外務省も
ヨーロッパ諸国への移民と南米や東アジアへの移民では対応の仕方が異なる
ことは当然であると考えていた。一方，帝国海軍省はプロイセン内務省の支
持の下で，この軽減には反対の立場を取っていた。ドイッ人水夫の多くは外
国の商船で働いているので，兵役義務を果たさないドイッ人水夫たちの国籍
剥奪は，戦時におけるドイッ海軍の攻撃力を相当に弱体化させることになる
ことを危惧していたのである（26）。
　こうして，兵役義務違反による国籍剥奪問題は，改正法草案作成の際の
「中心テーマ」となり，その後何年にもわたって立法作業の進展の障害となっ
た。1905年当時帝国海軍大臣であったA．v．ティルピッッは，「一度ドイッ人
となれば，いっまでもドイッ人」という当時の標語を翻案して「在外ドイッ
人の労働力や情報，資本」はドイッの海外資産の最も重要な一部であると語っ
ている。そして，ドイッの海外資産保護のために相当の犠牲が求められ，ま
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た国籍剥奪によって多くの海外資産の喪失を余儀なくされることは，あまり
にばかげていると嘆いている。ドイッの艦隊政策と対外政策はこうした在外
ドイッ人に頼らざるをえなかったのも事実であった。ティルピッツによれば，
艦隊政策同様国籍政策も帝国の「世界政策」に貢献するものであり，両者は
きわめて密接な関係にあった。しかし，艦隊政策と国籍政策の結合は簡単に
ははこばなかった。それ故，1906年11月6日内相A．v．ポザドフスキは国家
利益と早急な法改正とは相容れないと語り，改正法草案にっいての論議の延
期を決定せざるをえなかったのである⑳。
　ところが，1907年1月のいわゆる「ホッテントット選挙」後の保守党と
帝国党，国民自由党の三党による「ビューロー・ブロック」の形成は法改正
の新たな展開をもたらすことになった。内相がTh．v．べ一トマン・ホルヴェー
クに交代するとともに，1908年1月帝国宰相B．v．ビューローは，兵役回避
の結果としての国籍の剥奪を制限することを指示している。そしてその半年
後にはベートマン・ホルヴェークが，在外ドイッ人によるドイッ国籍の可能
な限りの保持と兵役逃れの刑罰として国籍の剥奪を決定している。また，彼
は外国人の帰化にっいては厳格な規定をもうけないことも勧告している。と
いうのは，この種の規定をユダヤ人問題と関連させて自由主義者たちに不信
感をいだかせた1895年当時の議論をふり返って，帰化の制限に関する現行
法の規定（国内にすでに定住していることが受け入れの必須条件）で十分で
あると判断していたからである。そして，諸邦国と協調して実務面でこの制
限を上手に運用すればよいと彼は考えていたのである。他方，外務省は，兵
役義務違反による国籍剥奪の支持が多かった在外ドイッ人に対するアンケー
ト調査の結果を利用して，兵役義務の徹底を図ろうとした。1912年春に上
程された政府の改正案では，確かに在外ドイッ人の兵役義務の軽減が想定さ
れてはいたが，兵役義務違反を犯した在外ドイッ人は国籍を失うことになっ
ていた。こうして見ると外務省の意図は貫徹されたといえよう〔28）。
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1．帝国議会審議
1．政府案と第一読会審議及び委員会報告
　1912年2月6日帝国宰相ベートマン・ホルヴェークによってドイッ国籍
法の改正法案が帝国議会に上程された。当日はなお，この国籍法案といっしょ
に帝国軍事法及び兵役義務に関する法の改正案が上程されており，同時に審
議が行われることになっていた。政府案では国籍法の改正について次のよう
な改正理由が挙げられている（29）。帝国の樹立以降ドイッの諸事情は大きく変
化し，現行法はもはやそれに十分に対応できなくなってしまっている。とく
に海外に渡航してもドイッ人でいたいと望んでいる帝国民が，ただ時の経過
によって彼らの意思に反して帝国籍を失うというのは現行法の「欠陥」であ
る。それ故，帝国籍を喪失しにくくし，その再取得を容易にするような法改
正が必要である。とりわけ，現行法第21条では，10年間の海外在住によっ
てドイッ国籍を喪失することになっているが，これは是正されねばならない。
そこで改正案では，国籍の喪失は当事者の明確な意思表示によってのみ生じ
るということになっている。そして，その意思は海外在住国の国籍取得や兵
役義務の不履行によって示されるものとしていた⑳。
　さらに，国籍剥奪の軍事的・政治的根拠についても触れている。軍事的立
場からすると，すべてのドイッ人に義務づけられている兵役は在外ドイッ人
も例外ではない。ところが在外ドイッ人の間ではその軍事的義務を免れてい
る例が残念ながら珍しくない。一方政治的観点からは，在外ドイッ人たちが
帝国に貢献するという義務を果たさず，しかも祖国ドイッとの関係を断って
いる場合には，彼らに帝国による保護が供与されるべきではないとしてい
る（31）。
　また，国籍の再取得にっいては次のように言及している。現行法第21条
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では海外在住期間10年の経過により国籍を喪失し，在住国の国籍を取得し
ていない在外ドイッ人は，出国前のドイッの邦国で，そこに居住していなく
ても邦国籍の再取得が可能になっている。しかし，現実には出国後のことは
考えずにドイッを去ったり，未成年時に親と供に出国した人々はドイッに居
住地もないような事態が生じている。改正案ではこうした混乱を避けるたあ
に，在外ドイッ人の再度の受け入れの際，ドイツ国内での居住地の必要性が
棚上げされている。しかもこうした規制緩和は彼らの子孫にまで適用される
ことになっていた。また多重国籍にっいても触れている。現行法では帝国籍
と外国籍の同時保有だけでなく，複数の邦国籍の保有によっても複雑な状況
が生じている。そうしたことを回避するために，改正案ではできるだけ多重
国籍の排除が目ざされていた（鋤。なおこの改正法案には，フランス，イギリ
ス，アメリカ，ロシア，日本などドイッを含む17力国における国籍の取得
と喪失の根拠を示した一覧表が添付されていた㈹。
　政府案の帝国議会での審議は，1912年2月23日から開始された。まず連
邦参議院側の代表として帝国内相C．v。デルブリュックが政府案の主旨説明
に立った。彼は，1870年制定の現行法における国籍の取得と喪失に関する
規定を「根本的に変更する」のが，邦国諸政府全体の意図ではないことを強
調する。そして，現行法のいくっかの規定を改正・補足することのみが本法
案の目的であると訴え，次のように説明する。政府案は，帝国籍が邦国籍を
通じて取得されるという現行法の大原則を揺るがすようなものではない。し
たがって，ドイッ帝国の基礎になっている連邦制と抵触するような「独自の
帝国籍」を創設するっもりはまったくない。現行法は海外に保護領をドイツ
が保有していない時代のものである。それ故に，保護領内では「直接の帝国
籍の取得」を認める規定が，政府案に含まれているのはそのたあであること
を強調する。また外国人の受け入れにっいては，現行法には「明らかに欠陥」
がある。これまで，外国人たちが在住し，受け入れを申請した当該邦国の判
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断にのみ受け入れはゆだねられてきた。このことは，ある邦国における受け
入れが，同時に別の邦国での受け入れを求める権利を認めていることを意味
している。ある邦国での外国人受け入れが，他の諸邦国にとってどのような
結果をもたらすのかを検証できるようにすべきであろう。そのための規定も
政府案には盛り込まれている，と㈱。
　そして，デルブリュックは現行法の「本質的改正」にっいて言及する。そ
れは邦国籍の喪失を規定した第21条の削除である。この規定は，今日とは
「異なる時代」に「異なる要求」から生まれたものである。今や社会状況は
大きく変化した。「私はドイツ人なり」という言葉は当時は重要な意味をもっ
ていなかった。しかし，今や「ドイッ人である意識」はドイッという大国の
保護下にあるという「安心感」を在外ドイッ人たちに与えている。したがっ
て，祖国を離れてもドイッ人意識をもち，「ドイッ帝国の庇護を頼る」ドイ
ツ人たちを帝国も保護せねばならない。こうした環境の変化から現行法第
21条の削除が要求されるようになった，と説明している。また，彼は「一
度ドイッ人ならば常にドイッ人」の原則を制限する理由にっいても触れてい
る。それは「兵役義務の履行」である。しかし，在外ドイッ人にとってこの
義務の履行は簡単ではない。そこで行政的な軽減措置がとられるとともに，
この国籍法改正案によって，在外ドイツ人に対してはいっそうの負担軽減が
促進されることになっている。国籍喪失の規定は必要であるが，現行法はド
イッの現状に十分対応しきれていない，とデルブリュックは訴えた（35＞。
　彼は，第20条の多重国籍にっいて否定的立場を明らかにしたあと，最後
に次のように語っている。ここに提出された政府案は，何年間にもわたって
繰り返し要請されてきたものである。この改正案の提出は，今やジャーナリ
ズムにおいても歓迎されている。この法改正は，ドイッ帝国とドイッ人が政
治経済面において現行法を制定した「父祖たちが望んだ以上に大きく成長し
た」ことを物語っている。その意味で，この法案提出は「ドイッ帝国の発展
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における一つの画期的な出来事」である，と彼は強調したのである（36）。
　デルブリュックの提案説明を受けて，去る1月の帝国議会選挙で110議席
を得て第一党に躍進した社会民主党のK．リープクネヒトがまず登壇した。
この法案審議の際には在外ドイッ人に対してドイッ国籍の保持を求めるだけ
でなく，「形式的な国籍の喪失」によって不利益を与えないように配慮する
とともに，国籍の再取得の可能性の道を用意する義務がある，と彼は主張す
る。そして，国外での保護に関しては，在外ドイッ人労働者は「上流階級の
人々のように」ドイッ政府の保護は期待できない。また帰化問題についても，
外国人労働者はいかなる国の出身者であってもドイッへの帰化は不可能であ
る。このことにっいては，彼自身多くの経験で骨身に感じていると語る㈹。
改正法第22条の多重国籍の廃止規定にっいては，彼自身二っの邦国籍を保
有している立場から邦国によって認められている諸権利が異なるので，他の
邦国籍を保有することにより諸権利を享受できる利点を失いたくないと言う。
とくに，さまざまな邦国を常に越境する労働者の利益に配慮していないこの
廃止規定には同意できない，』と主張した（38）。
　保守党のギーゼは，将来的には当事者の意思に基づいて国籍の喪失は取り
消されるというこの法案の原則は「正しい」と主張する。また，この法改正
が実現されれば，在外ドイッ人の保護と維持が実現され，その上彼らを励ま
すという「理想的な使命」が果たされるであろうと訴えた（39）。ギーゼにつづ
いて立った国民自由党のE．ベックも，この法案の目的は在外ドイツ人の維
持と彼らの責務を明確にすることにあり，加えて「非ドイッ系の血統」のド
イッへの侵入を阻止することにあると強調している。このあと議長提案によ
り，法案審議は延期され，4日後の2月27日に再開されることになったの
である㈹。
　2月27日の審議では海外在住10年間規定の削除にっいてはおおむね同意
がえられたが，外国人のドイッ国籍の取得にっいてはさまざまな意見が出さ
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れた。議会内会派経済連合のR，ヘルツォークは，外国人の邦国への受け入
れに関する改正案第7条にっいて次のように語っている。この規定により外
国人は，帝国籍の取得が難しくなっているといわれるが，帝国籍・邦国籍が
「我々の民族性を脅かす」ような「不逞の輩」にとっての「一っのアジール」
になることだけは避けねばならない，と（41）。社会民主党のD．ランッベルク
は，10年間の不在で帝国籍を失うという現行法の規定そのものが重大な
「誤り」であり，この誤りを正すのに42年もの歳月を費やしたことがただた
だ残念でならないと強調している。つづいて立った国民自由党のR．v．リヒ
トホーフェンは，次のように述べている。ここ数十年のドイッの対外貿易は
著しい躍進をとげている。海外でドイッ人を代表するのはドイッ商人たちで
ある。したがって，帝国はできるだけこうしたドイッ商人たちが帝国籍を保
持できるようにすべきである，と主張する。この後この改正法案は21人委
員会の審議にゆだねられることになった（42）。
　帝国議会議員3人を含む21人委員会では二回にわたって審議が行われた。
この委員会報告は膨大なものである㈲。ここでは主なものにっいて見ておき
たい。政府案に対する追加条項の審議の中で「出生地主義」の採用について
触れられている。この出生地主義はドイッの「民族的特徴」を純粋に維持す
ることと相容れないとして，その採用に対して「激しい」反論がなされた。
そして，ドイッは「出生地主義を認めない唯一の文化国家」であることが強
調されている。また，政府案第3条「ドイツ人の嫡出子は出生によって，た
とえ国外で生まれても父親の国籍を取得する…」の「たとえ国外で生まれて
も」の箇所の削除が要求された。確かにこの修正自体は「重要な修正」では
ないが，この文言は条文には必要であった。というのは，「血統」によって
のみ国籍は取得できるという大原則を明確にしておくことが重要であったか
らである。さらに「遺児」に関する追加条項が提案された。それによると遺
児は発見された邦国の邦国成員と「見なす」ことになっている。これは「出
　310　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（480）
帝政期ドイツにおける国籍法の改正
生地主義」を利し，「血統主義」を否定するものである。しかし，修正案の
「見なす」という「推定」は「いっでも立証によって」崩されることで，委
員会の同意が得られたのである㈹。
　政府案第7条第3項では次のことが定あられていた。邦国における外国人
の受け入れは「他の諸邦国がこれに異議を唱えないことが」確定した後では
じめて認あられ，ある邦国が異議を申し立てたときは，その受け入れにっい
ては連邦参議院が決定を行うことになっていた。この規定に対しては削除を
含めて多くの修正案が提出された。削除理由として，この規定に対する現実
的な要請が何もないことが挙げられた。さらに，この規定はただプロイセン
が行う実務を他の邦国にゆだねる以外の何ものでもないし，むしろ各邦国の
「主権侵害」をも意味している，と批判された。これに対して，諸邦国政府
側はこの政府案が「各邦国の主権を危うくすること」は決してなく，反対に
主権の「回復」を意図していると反論している。また，外国人の受け入れに
っいては，外国人申請者への「市民権（国籍）の付与（EinbUrgerung）」
が帝国及び他の諸邦国の利害に配慮して行われることになっていた。ただし，
帝国内で生まれた外国人が成人（21歳）になるまで帝国に在住し，その後
二年以内に市民権付与の申請をした場合と，兵役を務めた邦国で市民権付与
の申請をした場合には，他の諸邦国の異議申し立ては認められないことになっ
ていた㈹。
2．第二読会・第三読会審議
　委員会の審議はほぼ一年かけて行われ，その膨大な委員会報告が帝国議会
に提出された。そして，改正法案の審議が酉開されたのは1913年5月28日
である。委員会のメンバーで，帝国議会への報告者でもあった国民自由党の
リヒトホーフェンは，審議再開に先立って次のように述べている。当委員会
は国籍を喪失をしにくくすることと，元ドイッ人に対する市民権（国籍）の
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付与を簡易化することに尽力した。また，法案全体を貫いているのは「国防
共同体と民族共同体は一体」という考えであることを強調している（46）。
　最初に登壇した社会民主党のランッベルクは次のように述べている。社会
民主党は委員会においても，ドイッに一定期間居住した外国人に対する市民
権（国籍）の付与を可能にすることを提案し，それを実現しようと努めてき
た。少なくとも市民権付与に対する権利を外国人に認あることは必要である。
外国人のこの権利は多くの国でも認められているとベルギーやフランスの実
態を取り上げて，ドイッでも認めるべきであると訴えている。また，宗教に
よってとくにユダヤ人に対する市民権の付与が差別的に行われていることを
非難し，このような当局による権限の乱用を防止する法規制が必要であると，
主張している。ランッベルクの委員会案批判に対して，中央党のE．ベルツァー
は次のように述べている。これまでドイッとりわけプロイセンでは帰化の際，
宗教が「大きな影響力をもっていた」ことがジャーナリズムでは盛んに喧伝
されてきた。しかし，委員会報告では帰化決定の際宗教は「決定的根拠」に
はなっていない。中央党は「あらゆる反セミテイズムから遠い」位置にある
が，ガリティア人行商人たちの大量帰化は望まない。このことはドイッにとっ
て利益にはならない。また，農業の収穫作業のためにドイッにやってくる
「何千という貧しい農業労働者」の帰化も望まないことを強調している（47）。
　国民自由党のベックはこの法案に対する社会民主党の「厳しい評価」には
同調できないと語る一方で，ドイッ国籍を失った在外ドイッ人やその子孫に
市民権の請求権を認めるだけでなく，この権利を外国人にまで拡大するか否
かにっいては，それは認められないと述べている。保守党のギーゼも社会民
主党の批判に対して反駁し，この改正案は「ドイッ主義を維持し」「とくに
海外におけるドイッ人意識」の強化に貢献することを強調する。また，この
委員会案には「血統主義原則」が貫徹されていることを指摘し，これによっ
て「民族的特性とドイッ的特徴」が維持・防衛できると素直に喜びを表して
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いる。このギーゼ発言に対して進歩党のA，ブルンクは激しく反論する。出
生地主義を採用していない「文化国家などまったく存在しない」ことを強調
し，「我が民族になじまない」という出生地主義は，実は「旧いゲルマン的
起源」を持っていると主張する。一方，この血統主義が初めて採用されたの
は1840年代のプロイセン法であり，今日の社会環境の変化からして現行法
の血統主義とは縁を切ることが今や急務であると訴えている。また，今日の
ドイッは移民の力を大いに必要としており，それ故，この労働移民をいかに
ドイッに「同化する」かが「我々の使命である」ことを強調した（48）。
　ポーランド会派のP．ドモベクは，「すべての文化国家」では出生地主義は
合法性を持ち，血統主義はそうではないことを主張する一方で，ブルンクの
「他民族の同化」論に反論する。これは「我々の法感情」を逆なでるもので
ある。それはプロイセン政府がいかに「我々の下でゲルマン化を行って」き
たかを思い知らされているからであると訴えている。帝国党のE。リーバー
は外国人に対する帝国籍の直接付与について次のように言及する。改正案で
は保護領の外国人や原住民に帝国籍を認めることになっているが，原住民を
ドイッ人と「対等の立場に置く」ということ自体が問題であると指摘する。
このリーバーの次に二人が発言した後議長により，皇帝の帝国統治25周年
記念祭が来る6月16日に挙行されるので，帝国議会からのお祝いの言葉を
捧げることが突然提案され，承認された。こうして改正法案の審議は翌29
日に延期されることになったのである（49）。
　5月29日の審議では，社会民主党により提出された修正案について討議
が行われることになった（5°）。修正案の説明に立ったE．ベルンシュタインは，
この修正案の要点にっいて次のように述べている。現行法ではドイッ帝国に
居住している外国人は「特定の条件の下で」市民権（国籍）が付与されるこ
とになっているが，この修正案では外国人がその「特定の条件を満たす限り」，
市民権の付与は拒否されることはないことが要求されている。また，今日ド
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イツでは外国人の数は伸張著しい。それ故彼らを「邦国民」に，あるいは
「同等の権利をもっ公民」として受け入れることが必要であり，このことは
今や「ますます必要」となってきている，とベルンシュタインは訴えた。ま
た彼は，市民権を得るためには「二年間」の居住が必要であることを，デン
マークの例を挙げて主張する。そしてさらに，現行法及び委員会案は「矛盾
だらけである」ことを強調する。例えば，外国人男性と結婚したドイッ人女
性はドイッ人でいられないことに触れて，ここには「一貫した血統主義」は
見られないと批判した（51）。
　中央党のJ．ベッケはこの社会民主党の修正案が採択されると，雇用者は
大勢の中国人クーリーを土木工としてドイッに連れてくることができ，二年
すれば市民権が付与され，彼らはもはや決して追放されることはない，と危
惧の念を示した。社会民主党のランッベルクは，内務省局長が「東方からの
移民の嵐」は帝国の市民権取得への憧れの現れと語ったことに対して，入国
移民に対する「憧れ」をもっているのはむしろ「ドイッ人大地主」や「役立
たずのユンカーたち」であると切り返している（52）。これまでの審議では保守
派の発言がきわめて少ないことが目を引く。その理由を「審議の時間が十分
にないからである」と語る保守系の議会内会派経済連合のR．ムンは，「沈黙
も一っの答えである」と述べて笑いを誘った。しかし，彼は次のことだけは
なんとしてでも述べておきたいという。左派の人々によって，簡単にドイツ
国民になれるような規定をこの法律に盛り込もうと，くり返し試みられてい
る。このことがいっそう「我々の不安を」深刻なものにしているのである，
と。この後も各会派の代表が発言し，審議はさらに翌日に延期されることに
なり，この日は夕方6時51分に審議は終了した〔53）。
　5月30日審議は再開され，再び社会民主党の修正案が取り上げられた（5‘）。
説明に立ったランッベルクは，二世代にわたってドイッに住んでいる人々は
「ドイッ人と見なされる」という「推定」を盛り込むことが，修正案の目的
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であると語った。保守党のギーゼは，この修正案は出生地主義原理を間接的
に導入しようとするものであると反論している。この後逐条ごとの採否が順
次行われて，第二読会は終了した（55）。
　6月25日国籍法改正に関する第三読会が開催された。最初に立ったラン
ッベルクは，社会民主党の要求が，1．外国人男性との結婚によるドイッ女
性の国籍喪失を将来的に停止する，2．ドイッ人はその居住地のある邦国で
（法律により）邦国民となる，3．国籍取得のためのさまざまな条件を設け
る，であったことを強調する。そして，この3．にあたる要求を再提出した
ことを明らかにするとともに（56），これは社会民主党の「最低限」の要求であ
り，しかもこの採否が法案全体に対する社会民主党の対応にもかかっている
と訴えた（57）。内相デルブリュックはこれに反駁する。政府案は今日まで委員
会と第二読会を通じて順調に審議されてきている。ところが社会民主党から
今日も受け入れられない修正案が出された。しかもこの修正案には，国籍の
取得をドイッ人以外の人々にも認めようという，政府案とは異なる意図があ
る。それ故，この修正案が採択されるようなことがあれば，法案そのものが
受け入れられないものになってしまうと内相は強い懸念を示した。また，
「血統主義」と「出生地主義」にっいては，外国人の国籍取得に関連して出
生地主義よりも政府案が採っている「血統主義原理」の方がずっと重要であ
ると強調している（58）。内相の発言を受けて，進歩人民党のブルンクは，「血
統主義」こそが帝国にとっては「決定的に」重要であるという考えを改める
ことこそが必要であると主張する。しかし他方で，今日の「法の状態」に対
する「本質的進歩」を政府案に見ることができると語り，社会民主党の修正
案はこの法律の成立そのものを頓挫させかねないと危惧し，修正案反対の立
場を明らかにした。一方，社会民主党のベルンシュタインは，二人に反論す
る。とくに，出生地主義を認あているすべての国では，血統主義もまた利用
され承認されている。フランスやベルギー，イギリスなど出生地主義を認め
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ている国はどこも血統主義を否定してはいない。各国は少なくとも相当程度
においてこれを承認している。ところが帝国政府は出生地主義を認めようと
はしないと，批判した（59）。
　このあと議論の余地のある条項にっいての討議が引き続き行われ，政府案
の採決に入り，賛成多数で採択のはこびとなった。こうして改正法案が帝国
議会に上程されてから1年4ヶ月をかけてようやく，ドイッ帝国国籍法の改
正は実現されることになったのである。
おわりに
　ドイッ帝国の発展とその基盤の強化が進むとともにドイッを取りまく国際
情勢も変化し，ドイッ帝国成立直前に制定された帝国国籍法は実情にそぐわ
なくなってきた。とりわけ1890年以降のドイッ内外の政治・社会環境の大
きな変化によって帝国国籍法の改正は急務となったのである。ところが，政
府草案作成の過程で兵役義務をめぐる関係諸省の思惑やドイッ・ナショナリ
ズムの高揚，世界政策の推進などが絡まりあって草案作成は進まず，ようや
く帝国議会に上程のはこびとなったのはハセらの提案から17年後であった。
　この政府法案の眼目となっていたのは，在外ドイッ人にドイッ国籍を維持・
保有させ，国籍喪失の場合には再取得を簡単に可能にすることと，ドイッ国
民の民族的・文化的同質性を維持するためにドイッ国内在住外国人の帰化を
いかに阻止するか，であった。成立した改正法ではこの目的は実現され，さ
らに国籍の取得については兵役義務の履行と外国人は定住が必須条件となる
一方，旧法では国籍喪失要件であった申告なしの海外在住期間10年の規定
は削除された。また，改正法第1条では「邦国籍あるいは直接の帝国籍を保
有する者」が「ドイッ人」と規定され㈹，オーストリア・ドイッ人やバルト
系ドイッ人はもはやドイッ人とは見なされないことになったのである（61）。
　316　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（486）
帝政期ドイッにおける国籍法の改正
　政府案の根幹となっていたのは「血統主義原理」であり「出生地主義原理」
は放棄されていた。ただこの問題にっいては，人種問題と関連させて論争が
ある。ブルーベイカーは出生地主義の排斥をネイション問題と結び付けてお
り（62），モムゼンはこの改正法が「血統主義原理を民族的に解釈し直すこと」
をナチズムに「容易に可能」にしたと述べている（as）。これに対して，ゴーゼ
ヴィンケルは次のように主張している。改正法では「人種的基準」に基づか
ずに「国籍付与手続」が取られており，「他の人種の申請者」に国籍の「取
得は可能」となっている。それ故，血統主義原理は「法的・形式的」なもの
にすぎない，と㈹。いずれにせよ，この改正法では血統主義原理がより「純
粋な形」（65）で実現されていたことは事実である。そして，この国籍法はドイ
ツの国籍法における「20世紀の伝統」（66）を樹立した点で，「立法上の世紀の
大事業」㈹であったともいえる。この帝国国籍法は第一次世界大戦勃発の一
年前の1913年7月22日実施のはこびとなった。このことから，この国籍法
はドイッの「世界政策のゴール」（68）の一っを意味していたのである。
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